
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 神奈川県 横浜市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率（合計）】
   経常収支比率は95.8％と類似団体平均値よりは若干低くなっています。生活保護費などの福祉に係る扶助費等に充当する経常的な経
費が年々増加している一方で、給与改定に伴う人件費等の減少によるものです。

【人件費】
   定数削減を行ってきたことなどにより、人口1,000人当たり職員数は類似団体では一番低く、それに伴い、人件費に係る経常収支比率も
22.6%と類似団体平均である26.3％を大きく下回っています。

【公債費】
   平成21年度の発行額は対前年度比で増加したものの、平成9年度から行ってきた市債の発行抑制の効果もあり、類似団体の平均より
も下回っています。

【補助費等】
　 補助費等に係る割合が類似団体平均を大きく上回っているのは、本市が運営する地下鉄、病院や大学にかかる運営費が多いことによ
るものです。今後は、企業会計等に対する補助費等については、経営計画の見直し等により、補助金の縮減を図ることとしています。

【普通建設事業費】
　 普通建設事業費の人口１人当たり決算額は、選択と集中の考え方に立った事業の優先度の明確化等により、53,678円で類似団体平均
を下回っています。また、本市策定の中期計画において、計画期間中（22～25年度）毎年度▲3％程度を目標にしており、今後も、引き続
き普通建設事業費の抑制に努めていきます。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 200,833,784 55,470 71,426 ▲ 22.3
賃金（物件費） 12,895,831 3,562 1,699 109.7
一部事務組合負担金（補助費等） 393 0 44 ▲ 100.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 2,792,626 771 1,964 ▲ 60.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 42 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 7,439,897 2,055 1,955 5.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 4,403,592 1,216 1,502 ▲ 19.0
▲退職金 ▲ 23,454,988 ▲ 6,478 ▲ 8,853 ▲ 26.8
合計 204,911,135 56,596 69,779 ▲ 18.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.45 7.05 ▲ 1.60
ラスパイレス指数 105.1 101.5 3.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

111,346,591 30,754 39,334 ▲ 21.8

積立不足額を考慮して算定した額 40,987,304 11,321 5,041 124.6
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

74,154,640 20,482 18,870 8.5

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 74,392,904 20,547 15,786 30.2
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 251 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

700,853 194 1,214 ▲ 84.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

57,022 16 33 ▲ 51.5

▲特定財源の額 ▲ 63,298,249 ▲ 17,483 ▲ 16,798 4.1
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 115,100,527 ▲ 31,791 ▲ 37,199 ▲ 14.5

合計 123,240,538 34,039 26,532 28.3

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

188,770,931 53,263 ▲ 11.5 61,674 ▲ 8.7 ▲ 2.8

うち単独分 127,511,290 35,978 ▲ 1.6 38,671 ▲ 4.1 2.5

210,907,776 59,194 11.1 60,601 ▲ 1.7 12.8

うち単独分 132,519,657 37,193 3.4 36,072 ▲ 6.7 10.1

204,255,918 56,963 ▲ 3.8 59,665 ▲ 1.5 ▲ 2.3

うち単独分 131,573,941 36,693 ▲ 1.3 36,304 0.6 ▲ 1.9

200,240,720 55,531 ▲ 2.5 56,795 ▲ 4.8 2.3

うち単独分 125,450,861 34,790 ▲ 5.2 32,946 ▲ 9.2 4.0

194,344,078 53,678 ▲ 3.3 55,769 ▲ 1.8 ▲ 1.5

うち単独分 116,816,634 32,265 ▲ 7.3 31,551 ▲ 4.2 ▲ 3.1

過去５年間平均 199,703,885 55,726 ▲ 2.0 58,901 ▲ 3.7 1.7

うち単独分 126,774,477 35,384 ▲ 2.4 35,109 ▲ 4.7 2.3
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